
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title 技術知識の減衰要因分析 : 権利者区分別

Author(s) 光畑, 照久

Citation 年次学術大会講演要旨集, 9: 27-32

Issue Date 1994-10-28

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/5429

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



1 C1 技術知識の減衰要因分析 [ 権 利者区分別 コ 

0 先細 照久 ( 科学技術政策研究所 ) 
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托 cr= l/  ( S cr( Ⅰ l ノ 。 一り (r) 一 S a( 屯 Ⅰ 十 e Cr)}]                                                       (3) 

が得られる。 十 ちレ 。 Ⅰ t け + e + U (4) 

と書けるから、 式 (3) は 、 

ん Ⅰ 二 1/  ( S  co ( t cr +  E  。 +  て 。 ) 一 S  。 ( Ⅰ ヴ十 E cr))] 

Ⅰ l Ⅰ A  S Cr C て                                                                                                                             (5) 

となる。 

A S cr( て 。 ) を減衰要因 0 の緩和減衰要因 量 、 て 。 を 準 緩和時間 ( 準 時定数 ) と 
呼ぶことにしょう。 

技術知識の減衰速度率 p は 

(6) p p n> 2b （ t ） 芝 

で 与えられる。 

8 . 技術知識の規格化減衰関数と 登録特許の権 利残存件数による 減衰データとの 

比較 

技術知識の規格化減衰関数式 (1) を用いて、 1 9 4 8 年、 1 9 5 3 年、 1 9 5 
8 年、 1 9 6 3 年および 1 9 6 8 年の登録特許について、 権 利者区分別の 権 利 

残存件数による 減衰データとの 比較を行 う 。 

表 1 ～ 5 に、 1 9 4 8 年、 1 9 5 8 年、 1 9 5 8 年、 1 9 6 8 年および 1 9 

6 8 年の国内登録特許について、 権 利者区分別の 権 利残存件数による 減衰 デ一 
タ のを示す。 

ここで、 権 利者区分とは 登録特許の権 利者全体を個人、 法人、 外国、 その他 
に区分したものであ る。 

特許権 利存続期間は 出願公告日から 15 年 ( ただし出願日の 翌日から 20 年 ) に 

規定されていること、 減衰 デ一 タは 登録年別に計測されていること、 登録 年の 

異なる減衰データを 取り扱う場合便利であ ること等から、 便宜上、 登録 年 を原 

点として以下の 分析を行った。 

表 Ⅰ～ 5 における t = Ⅰおよび t = 2 の減衰データは 登録維持に関する 価値 
評価が制度上なされていないので、 減衰要因分析のためのデータとして 不通 格 

であ り分析対象 デ一 タ から除外した。 また、 権 利者区分がその 他の規格化減衰 
データについては 分析対象として 不適当なので 減衰要因分析は 行わなかった。 

表 6 は主要低減衰要因データであ る特許登録件数 r ( t ) の累積 S r( t ) の年次 

推移、 およびもう一つの 減衰要因データであ る出願公開制度施行後の 特許出願 
件数 n ( t ) の累積 S 。 ( t ) の年次推移を 示す。 ' 。 

具体何として、 1 9 6 3 年登録特許の 権 利残存件数データ ヘ 適用した場合に 
ついて述べる。 

図 1 ～ 4 に減衰要因分析の 結果から得られた 規格化減衰関数 ( 実線 ) および減 

衰 データのプロッ ト ( 口印 ) を示す。 規格化減衰関数 ( 実線 ) は減衰 デ一 タ とよ く 
一致していることが 分かる。 

技術知識の規格化減衰関数を 用いた減衰要因分析において、 減衰 デ一 タの途 
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中から減衰が 緩和されたり 加速されたりする 現象が表れ、 複数の領域に 区分さ 
れることが明らかになった。 表 6 から、 減衰における 大きな変化が 現れた年の 

近辺あ るいはその数年前には、 工業所有権 制度の改正、 産業政策および 経済情 

勢の変化があ ったことが分かる。 

4 . 考 察 

表 7 に平均減衰速度率 く p ノ 、 準 緩和時間ておよび 初期減衰率を 示した。 

平均減衰速度率 く タ ン は、 登録 年が 1948 年、 1953 年、 1958 年の場合は、 式 (6) 

より、 

くタ 「 ノ二 K  r 「 ( t  一 U  r) 与 K  r く 「 ( t  一 U  r) ノ   ・・                                               (7) 

で 与えられるの 

登録 年が 1963 年および 1968 年の場合は、 領域 A 、 B は 式 (7) より、 領域 C は 式 

(6) より、 
く p ノニ K r 「 ( t 一ひ r) 十 K n n ( ち一 ひ 。 ) 

毛ん r く 「 ( t  一ひ r) ノ十 K  " く n  ( t  一 U  ") ノ                                           (8) 

で 与えられる。 

一般に r ( t 一ひ r) および n ( t 一 U 。 ) は凹凸が激しいので、 表 6 に示した 

S r( t X の傾斜の期間平均値 く r ( t 一ひ r) ノ および S "( t ) の傾斜の期間平均値 

く n ( t 一ひ 。 ) ノを 用いた。 

準 緩和時間ては 式 (5) から求めた。 

権 利者区分が個人の 場合には初期減衰要因による 減衰が起こり 易く、 その量 
はかなり大きいことが 分かる。 

権 利存続期間中における 工業所有権 制度の改正、 産業政策および 経済情勢の 

変化は、 平均減衰速度率および 準 緩和時間等にかなり 大きな影響を 与えること 

が 分かった。 

一般に 、 権 利者区分が個人および 外国の場合は 平均減衰速度率が 大きく、 準 

緩和時間は小さいことが 分かる。 逆に、 法人の場合は 平均減衰速度率は 小さく、 

準 緩和時間は大きいことが 分かる。 

5 . まとめ 

権 利者区分別の 減衰データを 用いて減衰要因分析を 行い、 権 利者に固有の 減 
衰特性を明かにした。 また、 準 緩和時間は技術知識の 減衰特性を表す 鼻 として 
有用であ る       が分かった。 
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図 4 規格化減衰関数 と 減衰データの 比較 

E プ ニー 0 ・ 39.ur ニ 0 ， En 二 0 ， un 二 2.52 
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"     ' 。 ' 。 一   "" 。 "" 。 。 " "" 。 "" 
" " 軽 近年 侶 人 法 人覚 国 。 研也 " 体 
敏之 

( 年 )  ( 年 ) 

1 948   53 36     93 
1 949         
Ⅰ 950         
185 1   23 29     56 
1 952   19 28     5 Ⅰ 

Ⅰ 953   16 27     47 
Ⅰ 954   1 4 25     43 
Ⅰ 955   13 25     42 
Ⅰ 956       24     39 

1957   Ⅰ 0 22     36 
1958 1 0 10 2 1     35 
1959       Ⅰ 8     32 
1960 1 2   17     26 
1 96 1 13   Ⅰ 6     25 
Ⅰ 962 Ⅰ 4   Ⅰ 6     24 

S2  195  S@SESW.ttofl@J@E@'HWIBapf'HKto@@ 

西 圧 経過 年 使人 法 人 外 国 その他 全 体 
故 t 

( 年 ) W 年 ) 

Ⅰ 953   75 87 52 1 9 233 

1 954             
Ⅰ 955             

1 956   55 8 Ⅰ 47 1 7 200 

1 957   49 80 44 ヱ 7 1 80 

1 958   4 丁 79 42 Ⅰ 6 1 84 

1 959   3 1 72 40 1 4 Ⅰ 57 

1 960   26 66 39 1 3 1 44 

1 96 1   25 66 38 1 3 1 42 

1962   1 9 62 33 1 2 1 26 

Ⅰ 963 Ⅰ 0 1 8 59 30 1 2 I Ⅰ 9 

Ⅰ 964     16 57 27 Ⅰ 2 1 Ⅰ 2 

1 965 1 2 Ⅰ 4 52 23 Ⅰ 2 1 0 1 

1 966 t 8 Ⅰ 3 46 2 1 1 2 92 

1 967 Ⅰ 4 12 43 1 6 1 2 83 

S3  1 958@aS@W<04@l@E@S'14@B6S@ti@@@@ 

西暦 軍廣 何 人 法 人覚 国 その他全体 
倣 t 

( 年 )  W 年 ) 

1 958   68 1 1 9 Ⅰ 04   298 

1 959             
1 960         
Ⅰ 96 1   47 Ⅰ 1 S 98   264 

1 862   45 Ⅰ 08 9 1   248 

1 963   44 Ⅰ 07 83   238 

1 964   38 1 04 8 1   226 

Ⅰ 965   3 1 Ⅰ 02 78   2 1 4 

Ⅰ 966   26 95 75   1 99 

1 967   25 93 64   Ⅰ 85 

1 968 1 0 22 90 52   167 

1 969     1 9 89 50   16 1 

1 970 1 2 Ⅰ 8 82 44   1 47 

1 97 1 1 3 Ⅰ 4 74 4 1   132 

Ⅰ 972 1 4 1 3 7  1 33   1 20 

$5  1 96  8@a@W@4W)@E@SW@iffia@ft@@NE.@ 

西暦 * お昼 年 個 人 法 人 外 国 その他 全 体 
数 Ⅰ 

( 年 ) ( 年 ) 

1 968 0 46 299 1 92 1 2 549 

1 969 l 一 一 一 一 一 

Ⅰ 970 2 一 一 一 一 一 

1 97 l 8 29 287 1 54 1 2 482 

1 972 4 26 285 Ⅰ 37 1 2 460 

1 973 5 25 282 1 26 1 2 445 

1 974   22 275       1 2 420 

1 975   2 1 267 98 1 2 398 

1 978   20 249 83 1 2 364 

1 977   1 7 2 1 7 70 1 2 8 Ⅰ 6 

Ⅰ 978 Ⅰ 0 1 5 Ⅰ 88 59 Ⅰ 2 274 

1 979     1 4 1 68 53 1 2 247 

1 980 1 2 1 2 1 40 46 1 2 2 1 0 

1 98 1 1 3 Ⅰ 0 I 1 9 33 1 2 1 74 

Ⅰ 982 1 4   Ⅰ 0 l 26 Ⅰ 2 1 48 

1
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s4 1 963 。 ggfsvw@@ijgs@s" 租接 """" 

西暦 緩 近年仁人 法人覚因 。 の 他 全 体 
敏 t 

( 年 )  W 年 ) 

1 963   73 Ⅰ 9 丁 1 84 24 478 

Ⅰ 964             
1 965             
1 966   47 1 79 Ⅰ 70 2 1 41 7 

1 967   44 Ⅰ 73 1 52 2 1 390 

1 968   41 1 70 1 36 20 367 

1 969   38 1 65 1 28 20 35 1 

Ⅰ 970   34 1 60 1 1 9 1 9 332 

1 97 1   32 Ⅰ 56 1 07 Ⅰ 9 3 1 4 

t 972   25 144 97 1 9 285 

1 973 1 0 24 1 38 85 Ⅰ 9 266 

1 974     22 1 35 75 1 9 25 1 

1 975 1 2 20 1 0 1 68 1 9 208 

1 976 Ⅰ 3 1 5 87 59 Ⅰ 9 1 80 

1 977 1 4 Ⅰ 2 69 48 19 1 48 
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１
分
 法 人 4. 笘 ㏄ ㏄ 何人 全体 憶 16.55 7. ㏄ 8. 6. 乃 ㏄ 14.98 12.84 25.12 27. l7. 出 田 12.d 
億 人 18.39   11.Z3 14.8 5. 邸   l2. 餌   
法 人 4. ㏄   7.18 6.@ 12.33   16.21   
外 国 8.4[     8.d 12.35       
全 体 7. ㏄   8. 曳 8.3 9. 出   l5. 舘   

侍 人 11.38     11.4 10.30               
法 人 3.75     3.8 め ．㏄       
外 国 9. 山     9.0 Ⅱ．㌍       
全 体 6. ㏄     6.d l5.m       

 
 

  
21.21 12.3 a. ㏄ 

17.34 l1.6 15.36 

l3.m 10.3 12.54   
15.74   
  
    
  
  
  
  

5.15 

5. ㎝   

9. ㏄   
17.12 
7. 田 
  
l0 ．㏄ 

    
  
    
あ ・ 2   
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表 6  時 睡 対生類 r(t) の累積 Sr(t) および出願件数 n(t) の累積 S 。 (t) の年次推移 
邦暦 西暦 r(t) の累積 n(t) の累積 備 考 
く年肪 て年 )  Sr(t)'  S 。 (t)" 

昭 千田 0  1945  158,663 モ 第二次世界大挙 蝋冬結 
21  Ⅰ 946  Ⅰ 6 Ⅰ， 067 

  22 1947 162,123 
23@ 1948@ 164,008 
24  1949  167.948 テ 外為法制定 ( 昭ォ幽 5 簾戸施行 ) 
25@ 1950@ 172.220 十 外資法制定 ( 昭 本田 5 年 6 月施行 ) 
26@ 1951@ 178,489 モ 技術導入の本格化，活発化 
27@ 1952@ 183,975 
28@ 1953@ 189,781 
29  19M  Ⅰ㏄， 851 
30@ 1955@ 205.408 も 神武景気 ( 昭オ㏄ 0 年～ 32 年 ) 
31  19 ㏄ 214.8 ㏄ 
32  1957  224,651 
33  1958  234.6% 
34  1959  244.901 モ昭 ォ ㏄ 4 年法制定 ( 略本 的 51 日月 1 日施行 ) 
35  Ⅰ 960  256, Ⅰ 53 岩戸景気 ( 暗示㏄ 4 年～ 36 年 ) 
㏄ 1 ㏄ 1  277,0 曲 
37@ 1962@ 292,802 
38@ 1963@ 316.105 
39@ 1964@ 339,805 モ 貿易自由化 は t ぎ達成 
40@ 1965@ 366,710 
41  1966  393,025 ケ いざなぎ景気 ( 昭 木口 41 年～ 45 年 ) 
42  196@  413,798 + 資本自由化 
43@ 1968@ 441,770 チ 技術導入自由化 
44@ 1969@ 469.427 
45  1970  500.306 0 <@ 日召不明 5 年秩 て 改正 ) ( 昭示Ⅲ 6 年 1 同 1 日施行 ) 
46@ 1971@ 536,753@ 105.785 
47@ 1972@ 578,207@ 236,185 
48  1973  620.535  380,999 
49  1974  660,161  530.318  々 肢術 導入完全自由化 ( 技術導入の停滞傾向 ) 
50@ 1975@ 706.889@ 690.139 
51  1976  747,2 ㏄ 851,155 
52  1977  799.814  1.012.16 Ⅰ 
53@ 1978@ 845,318@ 1.178.253 
54  1979  889,422  1,3521822 
55  Ⅰ 980  935,528  Ⅰ， 543,842 
56  1981  986,432  Ⅰ， 762, Ⅰ 03 
57  1982  1,037.033  1.999,616 
58  1983  1,091,7%  2,254,572 
59  1984  1.153.534  2,539.339  々 鴨許 特別会計法制定 ( 略本田 9 上口 月 1 日施行 ) 
60  1985  1,203,634  2.842,334 
61@ 1986@ 1,263.534@ 3,162.423   

 
 

 
 

S
S
 

 
 

 
 t) ほ 明治 18 年からの累積 
t) は 昭和 45 年特許法改正による 出願公開制度施行後の 特許出願件数の 累積 
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